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第４部 障がい者分野 
 
 

第１章 障がい者分野の基本理念等 

１ 基本理念 

福岡市は，平成 25 年（2013 年）５月に人口 150 万人を突破しました。全

国的な人口減少傾向にあって，福岡市は今後 20 年の間人口が増え続けると予想

されている，元気で住みやすいまちです。一方で，全国平均を上回るペースで高

齢化が進んでおり，平成 37 年（2025 年）には，将来推計人口 159 万人のう

ち，４分の１が 65 歳以上の高齢者になると予測されています。また，人口に占

める障がい者の割合も増加傾向にあり，身体障害者手帳の所持者のうち 60 歳以

上の所持者が 75%以上を占めるなど高齢化が進むとともに，手帳所持者数が平

成 37 年（2025 年）には現在の約 1.2 倍の約 62,000 人に上ると推計されて

います。知的障がい者，精神障がい者も増加しており，障がい福祉サービスの利

用者数も増え，扶助費＊などの経常的経費＊が増加傾向にあります。これに伴い，

重要施策の推進や新たな課題に対応するために使える財源（政策的経費に使える

財源）は限られていくことから，障がい福祉施策全体を，社会情勢やニーズの変

化を踏まえた，より効果的な施策体系にしていく必要があります。 
 

計画の見直しにあたり，平成 25 年度（2013 年度）に実施した「福岡市障が

い児・者等実態調査」において，障がいのある方々の生活の実態や福祉施策など

について，様々なご意見をいただきました。「施策が充実してきた」というご意見

がある一方で，「依然サービスが不足している」「障がいに対する理解が進んでい

ない」「収入がない，又は少ないため生活が安定しない」「（一見して障がいがある

ことがわからないため）配慮に欠けた対応をされる」などのご意見もありました。 

また，障がいのある本人や家族の高齢化が進む中，多くの方から「親が亡くな

った後の生活の不安」や「障がいの重度化」，「障がい者（及び介護者）の高齢化」

に対する不安の声が聞かれました。特に，自身の判断能力が十分でない知的障が

い，精神障がい，発達障がい＊のある当事者の家族からは切実な声が挙がってい

ます。 
 

障がいのある本人も，その家族も，安心していきいきと生活していくためには，

将来自立して生活できる環境を整備することが重要であり，生涯における各段階

に応じたこまやかな支援を充実させていく必要があります。 

住み慣れた家庭や地域で安心して生活し続けることができる社会の早期実現を

図るため，障がいの早期発見・早期支援への取組み，自立に向けた就労支援の強

化，障がいが重度化しても住み慣れた家庭や地域で生活を続けられる障がい福祉

                                                  
＊ 扶助費：高齢者，障がいのある人，生活困窮者などに対して市が行う支援に要する経費（生活保護費など） 
＊ 経常的経費：年々繰返し経常的に支出される経費 
＊ 発達障がい：P.236 参照 
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サービスの充実などが求められます。さらに，生活の身近な場所に，緊急時にも

相談でき，必要な対応が可能な体制を整備するなど，地域全体で支える仕組みを

構築し，「親なき後＊の生活の安心」にもつながる施策が求められています。 
 

このような点を踏まえ，障がい者分野の基本理念を以下のとおりとします。 
 
 
 
 

福岡市では，これまでも「障がいのある人とない人が等しく地域の中で自立し，

社会の一員として共に生きる社会」をめざし，障がい福祉施策を進めてきました。

今後，「人口急減・超高齢社会」といった，深刻な社会情勢の変化が予想される

中，高齢障がい者及び，「親なき後」の地域での生活を見据えた総合的な支援な

ど，『障がいのある人が必要な支援を受けながら，自らの能力を最大限発揮し，

地域や家庭でいきいきと生活することのできるまちづくり』をめざします。 
 
 
 

また，基本理念の実現に向け，以下の考え方に基づき施策を総合的に実施します。 
 

（１）障がいのある人の自己決定の尊重及び意思決定の支援 

○障がいのある人が社会の一員として尊重され，自らの考えに基づいた決定をし，

その考えを表明したり，行動したりするための支援を行います。 

○また，障がいの特性から，十分な判断を行うことや意思の表明が困難な場合に，

その人の権利が損なわれることのないよう，権利擁護＊の推進に取り組みます。 
 

（２）当事者本位の総合的な支援 

○一人ひとりが主体的に歩んでいく人生において，生涯の全段階を通じて適切な

支援を受けられるよう，教育，福祉，医療，就労などの各分野の有機的な連携

の下，施策を総合的に展開し，切れ目のない支援を行います。 
 

（３）障がい特性などに配慮した支援 

○障がいのある人への支援は，性別や年齢，発達障がい＊や強度行動障がい＊な

どの障がいの状態，生活の実態などに応じ，個別的な支援の必要性を踏まえて

実施するとともに，周囲の理解の促進に向けた広報・啓発活動の推進や人材の

                                                  
＊ 親なき後：本計画では，親が亡くなった場合に加え，障がいのある人を介護している親や家族が病気になるな

どで，介護を継続することができなくなった状態を指す。 
＊ 権利擁護：自身の権利や支援のニーズを表明することの困難な人（例：寝たきりの高齢者，認知症高齢者，障

がいのある人等）の立場に立って，代弁し主張すること，権利行使ができるよう支援すること 
＊ 発達障がい：P.236 参照 
＊ 強度行動障がい：直接的な他害（噛み付き，頭突き等）や，間接的な他害（睡眠の乱れ，同一性の保持等），自

傷行為等が「通常考えられない頻度と形式で出現している状態」を指す。かなりの養育努力があっても著しい

処遇困難が持続している状態 

基 本 理 念 
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育成など施策の充実を図ります。 

（４）地域社会における共生 

○障がいのある人が地域で生活する一員として，あらゆる分野の活動に参加する

機会や，どこで誰と住むかの選択の機会を確保し，障がいが重度化したり，親

なき後＊も，地域で安心した生活を継続できるよう，障がい福祉サービスの充

実を図り，相談，緊急時の受け入れ・対応，地域の支援体制づくりなど，総合

的な支援を推進します。 
 

（５）差別の解消 

○障がいを理由とする差別を解消するためには，障がいのある人が安心して日々

生活したり，働いたりする上で，その活動を制限し社会への参加を制約する社

会的障壁＊を取り除くことが重要です。 

○誰もが等しく基本的人権を有するかけがえのない個人として尊重されるよう，

差別の解消に向けた広報・啓発活動を継続して実施するとともに，障がいのあ

る人の権利利益を侵害することとならないよう，個々の場面において社会的障

壁を除去するための取組みを進めていきます。 
 

（６）アクセシビリティ＊の向上 

○「アクセシビリティ」とは，階段のスロープ化や案内板への点字表示などの施

設・設備の「利用しやすさ」や，広報誌の点訳やホームページの読み上げ機能

の充実などのサービス，情報，制度などの「利用しやすさ」を意味します。 

○障がいのある人の生活上の困難さは，障がいそのものと社会的な要因の双方に

あると考えられています。障がいの状態，年齢，性別などに関わりなく，障が

いのある人の社会参加を実質的なものとし，安心して生活できるようにするた

めに，ユニバーサルデザイン＊の理念に基づき，社会への参加を制約している，

事物，制度，慣行，観念などの社会的障壁の除去を進め，ソフト，ハードの両

面にわたる社会のバリアフリー＊化を推進し，アクセシビリティの向上を図り

ます。 
 
  

                                                  
＊ 親なき後：P.182 参照 
＊ 社会的障壁：P.234 参照 
＊ アクセシビリティ：施設，設備，サービス，情報，制度等の利用しやすさ 
＊ ユニバーサルデザイン：年齢，性別，能力，背景等にかかわらず，できるだけ多くの人が自由に快適に利用で

き，行動できるように，ものづくり，情報，サービスや街づくりなどあらゆる場面で，あらかじめ，思いやり

のある配慮を行うという考え方 
＊ バリアフリー：高齢者や障がいのある人などが社会生活をしていく上で障壁（バリア）となるものを除去（フ

リー）すること 
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２ 計画の位置づけ 

本分野は障害者基本法第 11 条第 3 項に定める市町村障害者計画として，「第

４期福岡市障がい福祉計画（障害者総合支援法に定める市町村障害福祉計画）」

や子どもに関する分野の基本的な計画である「第４次福岡市子ども総合計画＊」

との整合を図りながら策定するものです。 
 

３ 基本目標 

○基本理念・考え方に基づき，６つの基本目標を定め，各施策を実施します。 
 

（１）地域で安心して生活するための支援の充実 

○障がいのある人もその家族も，地域で安心して生活し続けることができる支

援の充実を図ります。 
 

（２）就労支援・社会参加支援の充実 

○生きがいのある，充実した生活の実現をめざし，支援の充実を図ります。 
 

（３）障がいに対する理解の促進 

○障がいのある人もない人も，互いに尊重し合う共生社会の実現をめざします。 
 

（４）権利擁護＊の推進 

○障がいのある人の権利や尊厳を守るための施策を推進します。 
 

（５）差別解消のための施策の推進 

○障害者差別解消法の趣旨を踏まえながら，差別解消の推進に取り組みます。 
 

（６）障がいのある子どもへの支援の充実 

○早期からの支援や，成長段階に応じた支援の充実を図ります。 
 
 
  

                                                  
＊ 第 4 次福岡市子ども総合計画：P.235 参照 
＊ 権利擁護：P.233 参照 
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４ 施策体系 

○基本目標に基づき，以下の体系により障がい者施策を推進します。 
 

〈 推進施策 〉 

基本目標 施   策 

【基本目標１】 

地域で安心して生活する 

ための支援の充実 

(1-1) 相談支援 

(1-2) 在宅サービスの推進 

(1-3) 移動・外出支援 

(1-4) 施設サービス等の推進 

(1-5) 生活用具等の給付 

(1-6) 年金・手当等 

(1-7) 住宅支援 

(1-8) 保健・医療・リハビリテーション 

(1-9) 発達障がい児・者への支援 

(1-10) 難病に関する施策の推進 

(1-11) 災害対策の推進 

(1-12) 事業所におけるサービスの質の向上 

(1-13) 人材の育成・研修 

(1-14) 「親なき後」の支援 

【基本目標２】 

就労支援・社会参加支援の 

充実 

(2-1) 就労支援 

(2-2) 福祉的就労の底上げ 

(2-3) 交通支援 

(2-4) 意思疎通支援 

(2-5) 障がい者に配慮したまちづくりの推進 

(2-6) スポーツ・文化・レクリエーション・社会参加の推進 

【基本目標３】 

障がいに対する理解の促進 

(3-1) 啓発・交流の推進 

(3-2) 広報・情報提供の充実 

【基本目標４】 

権利擁護の推進 
(4-1) 権利擁護・虐待防止 

【基本目標５】 

差別解消のための施策の推進 
(5-1) 障害者差別解消法施行に伴う対応 

【基本目標６】 

障がいのある子どもへの 

支援の充実 

(6-1) 早期発見・早期支援 

(6-2) 療育・支援体制の充実強化 

(6-3) 発達障がい児の支援 
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５ 障害者総合支援法の見直しとの関係について 

〇国は，平成 28 年（2016 年）における，障害者総合支援法の施行後３年を

目途とした障がい福祉サービスのあり方などについての見直しを進めていま

す。この見直しに当たっては，障がいのある人の自立や就労を支援するための

効率的なサービス提供のあり方，必要な支援の度合いに応じたサービス提供の

あり方，制度を支える財源・負担のあり方などについて幅広く検討を行い，制

度の持続可能性の確保を図るべきであるとしています。 

〇このような国の動向や社会情勢の変化も踏まえ，計画期間中においても必要に

応じて本計画の見直しを行うものとします。 
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第２章 施策各論 
 

【基本目標１】地域で安心して生活するための支援の充実 

〈 現状と課題 〉 

○障がいの有無に関わらず，誰もが地域社会の中で安心して生活することがで

きるよう，福岡市では「みんながやさしい，みんなにやさしいユニバーサル

都市・福岡＊」をまちづくりの目標像に掲げ，その実現のため様々な取組みを

行っています。これまでも，短期入所や移動支援の充実，グループホームの

設置促進などを行ってきましたが，少子高齢化の進展や一人暮らし世帯の増

加など，地域社会を取り巻く環境は大きく変化し，福祉サービスに対するニ

ーズはますます複雑・多様化しています。 

○また，障がいのある人の高齢化や障がいの重度化が進む中で，家族も高齢化

しており，親が先に亡くなった後，あるいは，親や家族が障がいのある人の

介護などができなくなった場合に，どのようにして支援を継続していくかと

いう，いわゆる「親なき後＊の生活の不安」への取組みが重要となっています。 
 

（１）相談支援 

○相談支援体制については，対象とする障がい種別，年齢や役割が機能的に整

理されていない状況にあります。 

○保健・医療・リハビリテーションについては，相談の内容が，多様化，複雑

化してきており，より専門性の高い支援が求められています。 
 

  

                                                  
＊ ユニバーサル都市・福岡：ユニバーサルデザインの理念に基づいた，誰もが思いやりを持ち，すべての人にや

さしいまちのこと。福岡市は，「みんながやさしい，みんなにやさしいユニバーサル都市・福岡」をまちづく

りの目標像として掲げ，市政の柱の一つとして推進している。 
＊ 親なき後：P.232 参照 
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（２）在宅・施設サービス 

○在宅サービスについては，医療的ケア＊が必要な重度心身障がい児・者が利用

できる短期入所事業所が求められていますが，受け皿となる事業所が少ない

状況にあります。 

○移動支援については，利用対象者やサービス内容の拡充についての要望が多

数出されています。 

○生活用具については，給付品目の追加や支給要件の緩和などの要望があります。 

○グループホーム整備の伸びが鈍く，見込み数に達していない状況にあります。 
 

○事業者の新規参入が進む中，サービスの質を一定のレベル以上にすることが

必要とされています。 

○「施設事業所からみて不足している社会資源＊」を前回調査回答（平成２２年

度〔2010 年度〕）と比較すると，「強度行動障がい＊に対応できる短期入所

施設」「医療ケアが可能な短期入所施設」の割合が大きく伸びています。 
 
  

                                                  
＊ 医療的ケア：P.232 参照 
＊ 社会資源：P.234 参照 
＊ 強度行動障がい：P.233 参照 
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【図表 87-1】相談支援の観点から不足している社会資源（事業所回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「平成 25 年度福岡市障がい児・者等実態調査」（福岡市） 

 
 

【図表 87-2】相談支援の観点から不足している社会資源（事業所回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「平成 22 年度福岡市障がい児・者等実態調査」（福岡市） 
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○自宅や地域で生活するために必要なこととして，身体障害者手帳所持者のう

ち重度（1・2 級）者，療育手帳所持者のうち重度（A1～A3）者では，中

度・軽度の方と比べ，「昼間の介護を頼める人」「夜間の介護を頼める人」を

望む割合が高く，療育手帳重度では，特に「短期入所など緊急時に宿泊でき

るところ」を望む割合が高くなっています。 
 

【図表 88】自宅や地域で生活するために必要なこと 

（手帳等級別 身体障がい者）       （％） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（手帳等級別 知的障がい者）       （％） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「平成 25 年度福岡市障がい児・者等実態調査」（福岡市） 
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（３）年金・手当など 

○障害基礎年金などによる所得保障のあり方については，国において検討課題

とされています。 

○福岡市重度心身障がい者福祉手当については，より効果的な事業への転換が

望ましいとする意見があり，そのあり方が検討課題となっています。 
 

（４）発達障がい＊・難病＊ 

○発達障がい者や強度行動障がい＊者に対応できる人材や事業所が少ない状況

にあります。 

○発達障がいについては，一見しただけでは，障がいがあるとはわかりにくい

ことから，学校や職場での周囲の理解や障がい特性に応じた配慮が十分でな

い状況にあります。 

○難病患者が障がい福祉サービスの対象となったことの認知度が低い状況にあ

ります。また，難病患者の約半数が働きたい，働き続けたいと考えています

が，就労に対する社会の理解及び配慮が十分でない状況にあります。 
 

（５）災害対策 

○災害時の支援対策が十分でない状況にあり，災害時の安否確認や避難及び避

難所での支援体制づくりを進める必要があります。 
 

（６）人材育成 

○人材の確保や研修受講の機会の確保が十分でない状況にあり，障がいの多様

化を踏まえた人材育成が必要となります。 
 
 
  

                                                  
＊ 発達障がい：P.236 参照 
＊ 難病：P.236 参照 
＊ 強度行動障がい：P.233 参照 
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〈 施策の方向性 〉 

○地域での生活を支援するため，在宅サービス，グループホーム，外出・移動

などの支援の充実を図るとともに，身近な場所で相談支援を受けることので

きる体制を強化します。 

○重度の障がいがある人に対する障がい福祉サービスの充実を図り，社会参加

の支援や生活の質の向上をめざします。 

○地域で安心した生活を継続できるよう，相談，体験の機会・場の確保，緊急時

の受け入れ・対応，地域の支援体制づくりなど，総合的な支援を検討します。 

○施策の推進にあたっては，社会情勢やニーズの変化に合わせた施策への再構

築を図ります。 
 
 
  



－193－ 

施策１-１ 相談支援 

施策 1－1 相談支援 
 

○相談支援に関わる人材育成やネットワーク構築については，福岡市障がい者基幹相

談支援センターが中心となって進めます。また，障がい種別に関わらず，指定特定

相談支援事業所のバックアップや困難事例への対応，サービス未利用者への支援な

どを行う区の基幹相談支援センター設置を検討します。 

○きめ細かく継続的な支援を行うため，指定特定相談支援事業所や相談支援専門員の

増加など，相談支援体制の充実に向けた取組みを検討します。 

○聴覚障がい者からの相談については，区役所や聴覚障がい者情報センターにおいて

対応します。 

○障害者手帳の取得の有無に関わらず，障がい者もしくは障がいが疑われる人で，必要な

社会資源＊に結びついておらず社会から孤立していたり，サービスの適切な利用がされて

おらず，本人が抱えている課題の解決につながっていない人に対する支援を検討します。 
 
【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

計画相談支援 指定特定相談支援事業所が障がい福祉サービス及び地域相談支援の利用者

の状況を勘案し，サービス等利用計画案及びサービス等利用計画を作成。 

サービス等利用計画が適切かどうか利用状況を検証し必要な支援を実施 

サービス等利用計画作成従事者研修 サービス等利用計画を作成する相談支援専門員のスキルアップ研修を実施 

身体障がい者相談員 

知的障がい者相談員 

障がい児・者の日常生活の問題について，地域において相談員が各種相談

に応じるとともに，援助を実施 

障がい者生活支援相談室 主に身体・知的障がい者の相談に対して関係機関で連携し対応（相談は，

窓口，電話のほか，訪問による相談も対応） 

知的障がい者相談支援センター 

精神障がい者相談支援センター 
在宅などの知的障がい者，精神障がい者の相談支援を実施 

障がい者基幹相談支援センター 

（虐待防止センター） 
障がい者の虐待防止支援及び地域生活に関する相談支援の中核的機能を一

体的に併せ持ち，障がい者の相談支援体制を充実 

聴覚障がい者情報センター 聴覚障がい者や盲ろう者などの各種相談に応じるとともに，総合的なコミ

ュニケーション支援を実施 

ろうあ者相談員・手話通訳者の配置 各区福祉・介護保険課に，聴覚障がい者の各種相談に応じるろうあ者相談

員又は手話通訳者を配置 

発達障がい者支援センター 

（ゆうゆうセンター） 
発達障がい＊について，相談や普及啓発，研修などを実施 

こども総合相談センター 子どもに関する様々な問題に対して，保健・福祉・教育分野から総合的・

専門的な相談・支援を実施 

心身障がい福祉センター， 

東部・西部療育センター 
障がい児（未就学児）の相談・診断・療育支援等を実施 

発達教育センター 障がいのある子どもたちの就学相談や教育相談，自立活動などを実施 

  

                                                  
＊ 社会資源：社会的ニーズを充足するさまざまな物資や人材のこと 
＊ 発達障がい：P.236 参照 
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施策１-２ 在宅サービスの推進 

施策 1－2 在宅サービスの推進 
 

○障がいのある人とその家族が安心して生活できるよう福祉サービスを継続して実

施するとともに，短期入所など重度障がい者に対する支援や居宅介護などのさらな

る充実に努めます。 

○施設入所者や入院中の精神障がい者の地域移行を進めていくため，障がい者が在宅

で生活するために必要な支援などの充実を図ります。 

○国に対しては，引き続き他の政令市と共同して確実な財源措置を求めていきます。 

○また，市としても，施策の再構築や，事業所指導・監査などを通じたサービス適正

化により財源確保に努めます。 
 
【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

居宅介護 ホームヘルパーによる身体介護・家事援助などを実施 

重度訪問介護 身体介護・家事援助に加え，外出時の移動の支援や見守り，コミュニケー

ション支援などを実施 

重度障害者等包括支援 介護の必要がとても高い人に，居宅介護など複数のサービスを包括的に実施 

短期入所（福祉型・医療型） 介護者の疾病などのため一時的に介護ができない場合に，施設，病院で宿

泊を伴った預かりを実施 

訪問入浴サービス 家庭での入浴が困難な障がい者宅を訪問し，入浴サービスを提供 

日中一時支援（日中預かり） 介護者の疾病などのため一時的に介護ができない場合に，施設などで日帰

りの預かりを実施 

重度障がい者入院時コミュニケ

ーション支援 

入院中の意思疎通が困難な重度の障がい者に対し，医療従事者との意思疎

通を円滑化し，適切な治療が受けられるように支援を実施 

生活サポート 居宅介護（ホームヘルプ）対象でない障がい者に対し，一定期間，自立に

向けた家事援助支援を実施 

障がい者配食サービス 単身又は障がい者のみ及びこれと同等の世帯に属し，障がいのため調理が

困難で，食生活に支援が必要な方に対して昼食を配送 

在宅酸素療法者に対する電気料

助成 

身体障がい者のうち，在宅酸素療法を必要とする呼吸機能障がい者などを

対象に，酸素濃縮器の使用にかかる電気料金の一部を助成 
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施策１-３ 移動・外出支援 

施策 1－3 移動・外出支援 
 

○重度の知的障がいがある方などの外出の機会の確保を図るため，行動援護について，

利用者の増加に対応したサービス提供体制の確保に努めます。 

○移動支援については，国の制度の動向に留意するとともに，必要な財政負担も考慮

しながら，より一層利用しやすいものとなるよう制度のあり方を検討します。 

○地下鉄料金助成や福祉乗車券などについて，外出支援のあり方を検証し，わかりや

すく，使いやすい制度へ組み替えるなど，施策の再構築を図ります。 
 
 
【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

同行援護 視覚障がいにより移動が著しく困難な障がい児・者に対し，外出時の移動

に必要な情報の提供，移動の援護を実施 

行動援護 知的・精神障がいにより行動が著しく困難な常時介護を要する障がい児・

者が外出する際に，必要な援助を実施 

移動支援 一人での外出が困難な障がい児・者の目的地までの移動の介護を実施 

地下鉄料金助成 重度障がい者などに対し，市営地下鉄の運賃を助成 

福祉乗車券交付 70 歳以上の障がい者に対し，公共交通機関の運賃を助成 

福祉タクシー料金の助成 経済的支援が必要な重度心身障がい者がタクシーを利用する場合に料金の

一部を助成 

移送サービス 

【再掲】 

寝たきりのため一般の交通機関を利用することが困難な高齢者や障がい者

に，寝台タクシー料金の一部を助成 

福祉有償運送 

【再掲】 

福祉有償運送＊運営協議会を適切に運営していくことを通して，事業者に対

し，相談，助言，指導を行うほか，ボランティア運転手の養成などを支援 

 
  

                                                  
＊ 福祉有償運送：タクシー等の公共交通機関を単独で利用することが困難な要介護者や障がい者等の会員に対し，

ＮＰＯ等が自家用自動車を使用して，有償で行うドア・ツー・ドアの個別輸送サービス 
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施策１-４ 施設サービス等の推進 

施策 1－4 施設サービス等の推進 
 

○集団指導・実地指導を通じて良質な障がい福祉サービスの確保に努めます。また，就

労移行支援及び就労継続支援Ａ型に関しては，福岡労働局など関係部署との連携を図

ります。 

○地域活動支援センター（Ⅱ型・Ⅲ型・Ⅳ型）については，施設経営の安定及び利用

者処遇の向上のため，障がい福祉サービス事業への移行を支援していきます。 

○強度行動障がい＊のある方に対し，拠点施設において 24 時間体制で支援員を配置

し，3 か月を目途に集中支援を行うことにより，個々の障がい特性に応じた支援方

法を検討・作成し，行動問題の軽減を図るとともに，民間障がい福祉サービス事業

者と協力して，受け入れ事業所の拡大を図ります。 

○障がい者が地域で安心して生活が継続できるよう，相談，体験の機会・場の確保，

緊急時の受け入れ・対応，地域の支援体制づくりなど，総合的な支援を検討します。 
 
【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

生活介護 常時介護を必要とする人に，施設での日中の介護などを実施 

施設入所支援 入所している人を対象に夜間の介護を実施 

自立訓練 身体機能，生活能力の向上のために必要な訓練を実施 

就労移行支援 一般企業などへの就労を希望する人に対する訓練を実施 

就労継続支援 A型 通所により，雇用契約に基づく就労の機会を提供 

就労継続支援 B型 通所により，就労の機会や生産活動の機会を提供 

療養介護 医療と常時介護を必要とする人への看護，介護などの援助を実施 

地域活動支援センターⅠ型 精神障がい者の相談支援や創作的活動などの機会提供，関係機関との連携

強化を実施 

地域活動支援センター 

（Ⅱ型・Ⅲ型・Ⅳ型）等 

創作的活動又は生産活動の機会の提供及び社会との交流を促進 

強度行動障がい者支援事業 地域での安定した生活をめざし，障がいの軽減及びサービス利用機会の拡

充を図るため，共同支援，支援員養成研修に加え，拠点での集中支援をモ

デル事業として実施 

 
  

                                                  
＊ 強度行動障がい：P.233 参照 
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施策１-５ 生活用具等の給付 

施策 1－5 生活用具等の給付 
 

○補装具や日常生活用具の給付を行うとともに，福祉用具＊に関する情報提供を行い

ます。また，日常生活用具については，ＩＣＴ＊（情報通信技術）の進展や，利用

者ニーズに応じた内容となるよう給付品目の見直しを継続して検討します。 

○民間事業者によるサービスの充実などの，社会情勢の変化に対応した施策の再構築

を図ります。 
 
【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

補装具費の支給 身体上の障がいを補うための補装具の購入や修理にかかる費用を支給 

日常生活用具の給付 在宅の障がい児・者に対し，日常生活がより円滑に行われるための用具を

給付 

福祉電話の貸与等 障がい者に電話やファックスを貸与するとともに，電話による安否確認・

各種相談などを実施 

徘徊知的障がい者捜索システム

事業 

徘徊のおそれのある知的障がい者に持たせる携帯端末の初期費用を所得に

応じて助成 

緊急通報システム 急病などの緊急事態の際，受信センターへ簡単に通報できる緊急通報機器

を設置 

小児慢性特定疾病児日常生活用

具の給付 

小児慢性特定疾病＊医療費助成制度の認定を受けた児に対し，日常生活用具

を給付 

 
  

                                                  
＊ 福祉用具：車いす，特殊寝台，床ずれ防止用具，歩行器，移動用リフト等 
＊ ICT：Information and Communication Technology （情報通信技術）の略称 
＊ 小児慢性特定疾病：児童又は児童以外の満 20 歳に満たない者が当該疾病にかかっていることにより，長期にわ

たり療養を必要とし，及びその生命に危険が及ぶおそれのあるものであって，療養のために多額の費用を要す

るものとして厚生労働大臣が定めるもの 
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施策１-６ 年金・手当等 

施策 1－6 年金・手当等 
 

○引き続き国の所得補償制度を実施する中で，制度の周知や円滑な事務手続きに努め

ます。 

○「『親なき後＊の生活の安心』『障がいの重度化，高齢化への対応』のための施策を

強化するには，財源確保の観点から，個人給付事業なども含め，再構築の必要があ

る」との意見もあることから，障がい者や関係者の意見を伺いながら，福岡市重度

心身障がい者福祉手当など，そのあり方について検討を行います。 
 
【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

障害基礎年金 一定納付用件を満たしている人が，国民年金法に定められた 1 級又は 2 級

の障がいの状態になった場合に支給（なお，市区町村の窓口は書類の受付

のみを実施） 

特別障害給付金 国民年金に任意加入していなかったことにより障害基礎年金を受給できな

い人で，国民年金法により定められた 1 級又は 2 級の障がいの状態になっ

た場合に支給（なお，市区町村の窓口は書類の受付のみを実施） 

特別障がい者手当 在宅で日常生活の常時特別な介護を要する 20歳以上の重度障がい者に手当

を支給 

障がい児福祉手当 重度障がい児に手当を支給 

特別児童扶養手当 障がい児を養育する父母などに手当を支給 

福岡市重度心身障がい者福祉手当 重度の身体又は知的障がい児・者に対し手当を支給 

心身障害者扶養共済制度 障がい児・者の保護者の相互扶助のため，保護者が死亡などの後，年金を

支給 

 
  

                                                  
＊ 親なき後：P.232 参照 
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施策１-７ 住宅支援 

施策 1－7 住宅支援 
 

○障がい児・者本人の自立の促進や，家族など介護を行う方の負担を軽減するために，

住宅改造相談助成を継続して行います。 

○障がい者グループホームに関しては，開設時に必要な敷金や備品などの経費を補助

するとともに，市営住宅を計画的に活用するなど設置促進に努めます。また，グル

ープホームの報酬体系について，利用者への良好な処遇の確保や安定的運営に資す

るよう，他都市と連携し，機会を捉えて国に要望していきます。 
 
【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

障がい者等住宅改造相談助成事業 在宅の身体障がい児・者がいる世帯に対し，住宅を障がい児・者の居住に

適するように改造する場合に，費用を所得に応じて助成 

グループホーム 地域で共同生活を営む住居において日常生活上の相談，介護などの支援を

実施 

障がい者グループホーム設置促

進事業 

グループホームの開設にあたり必要となる共用備品，敷金，事業開始前家

賃及び改修費などを補助 

福祉ホーム 障がい者に低額な料金で居室その他設備を提供 

障がい者住宅入居等支援事業 

（居住サポート） 

一般住宅への入居を希望する障がい者に対して，入居に必要な調整を行う

とともに家主などへの相談・助言を実施 
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施策１-８ 保健・医療・リハビリテーション 

施策 1－8 保健・医療・リハビリテーション 
 

○アルコールを含む依存症やひきこもり，発達障がい＊，性同一性障がい＊などの専門

性が高いニーズに関して，相談事業を行っています。また，アルコールを含む依存

症やひきこもりに関しては，認知行動療法＊を用いた回復プログラムに沿った内容

の教室を開催し，本人や家族に向けた支援を行います。 

○国・県への財源措置を要望するとともに，医療費助成制度の優先順位などを適正化

することにより，財源確保に努めます。 
 
【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

自立支援医療制度（更生医療， 

精神通院医療，育成医療） 

障がいの軽減・除去に関する治療に対し，医療費の自己負担率を 1 割とす

るもの 

重度障害者医療費助成制度 保険診療にかかる医療費の自己負担相当額を助成 

精神科救急医療システム 休日，夜間において，精神症状悪化のため，入院が必要になった場合の病

床の確保などを実施 

地域障がい者フィットネス教室 あいあいセンターで，機能維持のための体操・ヨガなどを実施 

高次脳機能障がい者リハビリ教室 スポーツセンター，早良・西フレンドホームで，社会生活力向上のための

言語療法・作業療法を実施 

精神障がいの早期発見・治療促進 精神保健相談，訪問指導などを実施し，精神障がいの早期発見・治療を促進 

精神保健福祉専門相談 アルコールを含む依存症やひきこもり，発達障がい及び性同一性障がいに

関する電話相談と専門医師の面接相談による支援 

依存症対策事業 薬物依存症の本人に対して，依存症の改善を図る回復プログラムを実施。

また，アルコールを含む薬物依存症の家族を対象に認知行動療法を用いた

家族教室を開催 

ひきこもり対策事業 「ひきこもり地域支援センター」において，成人期ひきこもり者の支援を実施。

また，ひきこもり者の家族を対象に認知行動療法を用いた家族教室を開催 

精神障がい者の退院促進事業 長期入院精神障がい者の円滑な地域生活への移行に向けた地域の環境整備

や医療機関，関係機関及び事業所の意識の向上を図る事業を実施 

 
 

関連する施策 
 

  

※依存症対策については，健康・医療分野の施策3-2（P.102）と関連あり 

 
  

                                                  
＊ 発達障がい：P.236 参照 
＊ 性同一性障がい：P.234 参照 
＊ 認知行動療法：認知（ものの受け取り方や考え方）に働きかけて気持ちを楽にする精神療法(心理療法)の一種 
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  施策１-９ 発達障がい児・者への支援 

施策 1－9 発達障がい＊児・者への支援 
 

○発達障がい児・者への支援については，発達障がいへの理解が進んでいないことや，

一人ひとりの障がい特性に応じた支援が十分ではないことなどにより，精神障がい

などの二次障がいの発生が指摘されています。 

○幼児期から学齢期，成人期までの一貫した支援を進めるため，発達障がい者支援セ

ンター，療育センター，障がい者就労支援センター，発達教育センター，精神保健

福祉センターなどの発達障がい関連施設の有機的な連携のあり方（既存の社会資源＊

の集約再編，機能強化，利便性向上を図ることなど）を検討します。 
 

【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

発達障がい者支援センター 

（ゆうゆうセンター） 

発達障がいについて，相談や普及啓発，研修などを実施 

世界自閉症啓発デー・発達障がい

啓発週間 

市民の理解と認識を深めるため，「世界自閉症啓発デー（4 月 2 日）」「発達

障がい啓発週間（4月 2日～8日）」を中心として各種広報啓発活動を実施 

発達障がい児日中一時支援 

（就学前児童） 

介護者の疾病などにより一時的に介護ができない場合に，施設などで日帰

りの預かりを実施 

発達障がい児放課後等支援事業 通常学級及び特別支援学級に通学する発達障がい児に，放課後などの活動

の場を提供するとともに，保護者の就労とレスパイトの時間の確保を支援 

自閉症スペクトラム支援者養成

研修 

自閉症スペクトラム＊の方の支援者を対象に，障がいの特性についての理解を

深めるとともに，支援における知識と実践方法を学ぶための研修会を開催 

ペアレントメンター養成研修 発達障がいの子どもの保護者が，同じ経験をした先輩として，別の保護者

の相談にのり，前向きな子育てのための心理的援助を行う役割を担うペア

レントメンターを養成するための研修会を開催 

 
 

関連する施策 
 

  

※発達障がい児への取組みについては，施策 6-3（P.226）参照 

 
  

                                                  
＊ 発達障がい：P.236 参照 
＊ 社会資源：P.234 参照 
＊ 自閉症スペクトラム：自閉症，アスペルガー症候群，そのほかの広汎性発達障がいが含まれる。（スペクトラ

ムとは「連続体」の意）。典型的には，相互的な対人関係の障がい，コミュニケーションの障がい，興味や行

動の偏り（こだわり)の 3つの特徴が現れる。 
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施策１-１０ 難病に関する施策の推進 

施策 1－10 難病＊に関する施策の推進 
 

○難病患者とその親など家族が地域で安心して生活できるよう，安定した療養生活の

確保と生活の質（QOL）の向上を図ります。 

○難病患者への訪問事業，難病医療講演会・相談会を開催するなど，疾病の理解や療

養の支援・患者間の交流を促進し不安の軽減を図るとともに，難病（指定難病）の

医療費助成や障がい福祉サービスを提供します。 

○慢性疾患等長期療養児などを持つ親に対し，医療費の助成とあわせて，適切な情報

提供を行います。また，身近な地域において，慢性疾患を抱える子どもとその家族

への支援の充実を進めます。 

○難病患者からの相談体制の充実を図るため，地域の実情等を把握し，福岡県難病相

談・支援センターと連携しながら，ピアスタッフ＊の地域での活動を支援します。 
 
【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

特定医療費（指定難病）助成 

【再掲】 

指定難病 306 疾病（平成 27 年 7月 1日改正）について，指定難病の保険診

療にかかる医療費の自己負担分の一部が公費負担となる事業の申請などに

関する受付事務を各区保健福祉センターで実施（県からの受託事業） 

特定疾患治療研究事業 

【再掲】 

対象疾患 4 疾患（平成 27 年 1 月 1 日改正）について，「療養費の自己負担

分の一部が公費負担となる事業」の申請などに関する受付事務を各区保健

福祉センターで実施（県からの受託事業） 

小児慢性特定疾病医療費助成事業

【再掲】 

小児慢性特定疾病＊（704 疾病）（平成 27 年 1 月 1 日改正）に罹患している

児童について，医療費の自己負担分の一部を助成 

難病患者等訪問指導事業 

【再掲】 

難病患者及び慢性関節リウマチ患者に対し，保健師などが訪問し，療養に

必要な保健指導を実施 

難病患者相談会等【再掲】 難病患者・家族などを対象に難病に関する講演会や相談会などを各区保健

福祉センターで開催 

難病患者等ホームヘルパー養成

研修事業【再掲】 

難病患者などの多様化するニーズに対応した適切なホームヘルプサービス

を提供するため，必要な知識，技能を有するホームヘルパーを養成 

 
 

関連する施策 
 

  

※難病対策については，健康・医療分野の施策 2-3（P.90）参照 

 
  

                                                  
＊ 難病：P.236 参照 
＊ ピアスタッフ：「ピア」は「同僚，仲間」の意味。障がいのある当事者で，同じような障がいのある人に支援者

として関わる人 
＊ 小児慢性特定疾病：P.234 参照 
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 施策１-１１ 災害対策の推進 

施策 1－11 災害対策の推進 
 

○避難行動要支援者名簿＊の周知を進め，災害時における避難行動に支援が必要とな

る方に，名簿への登録を促し，日頃の声かけなど地域で支える取組みを進めます。 

○特別な支援を必要とする障がい者（人工呼吸器使用者，人工透析者，視覚障がい者，

聴覚障がい者，精神障がい者，難病＊患者等）については，医療機関との連絡，搬

送，ホームヘルパー，保健師，手話通訳者の派遣依頼を行うほか，状況により社会

福祉施設への緊急入所等，適切な配慮がされるよう努めます。 

○災害時に避難所での生活が困難な障がい者などの災害弱者のため，２次避難所とし

て設置する福祉避難所＊について，指定している福祉施設との協議を進め災害に備

えます。 
 

 
関連する施策 

 
  

※地域における災害対策については，地域分野の施策 3-2（P.126）参照 

 
 
 施策１-１２ 事業所におけるサービスの質の向上 

施策 1－12 事業所におけるサービスの質の向上 
 

○事業所間での協議会設置を後押しすることにより，サービス事業所自ら質の向上に

努める仕組みを構築していきます。 

○事業者説明会（集団指導）の実施や，各事業所における，運営方法やサービスの提

供状況に関する確認（実地指導）を行います。 
 
 
  

                                                  
＊ 避難行動要支援者名簿：P.236 参照 
＊ 難病：P.236 参照 
＊ 福祉避難所：P.237 参照 
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 施策１-１３ 人材の育成・研修 

施策 1－13 人材の育成・研修 
 

○障がい者（難病＊を含む）の多様化するニーズに対応した適切なホームヘルプサー

ビスを提供するため，必要な知識，技能を有するホームヘルパーを養成します。 

○聴覚障がい者などの福祉に理解と熱意を有する方を，手話通訳者，要約筆記者や介

助員として養成するための講座を開催し，人材の育成と技術の向上を図ります。 

○精神保健福祉業務に従事する職員やピアスタッフ＊に対して，人材育成を目的に研

修会を開催します。 

○支援者の育成・確保をめざし，県とも協力して研修の機会の確保に努めます。 
 
【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

サービス等利用計画作成従事者

研修 【再掲】 

サービス等利用計画を作成する相談支援専門のスキルアップ研修を実施 

ホームヘルパースキルアップ研修 居宅介護などの従事者を対象に，障がい児・者へのサービスの質の向上を

図ることを目的とした研修会を開催 

難病患者等ホームヘルパー 

スキルアップ研修 

難病患者のニーズに対応した適切なホームヘルプサービスを提供するた

め，難病の基礎知識や保健・医療・福祉制度のほか，患者の心理的援助法

などの知識・技能の習得を目的に研修会を開催 

相談員研修（身体・知的） 相談員の業務遂行に必要な知識を深め，相談業務の円滑化を図ることを目

的とした研修を実施 

手話通訳者の養成・派遣 手話通訳者を養成し，聴覚障がい者が公的機関などに赴くときに円滑な意

思の疎通が困難な場合に派遣 

要約筆記者の養成・派遣 要約筆記者を養成し，聴覚障がい者が公的機関などに赴くときに円滑な意

思の疎通が困難な場合に派遣 

盲ろう者通訳・介助員の養成・派遣 盲ろう者通訳・介助員を養成し，盲ろう者が公的機関などに赴くときなど

に移動及びコミュニケーション支援を行うために派遣 

ピアスタッフスキルアップ研修 地域活動支援センターや事業所などでスタッフやボランティアとして従事

している精神障がい者を対象に，対人面のスキルアップや仲間づくりなど

を目的とした研修会を開催 

精神保健福祉に関する教育研修 精神保健福祉業務に従事する職員などの技術水準の向上を図るため，基礎

知識や専門知識などの習得を目的に研修会を開催 

自閉症スペクトラム支援者養成

研修 【再掲】 

自閉症スペクトラム＊の方の支援者を対象に，障がいの特性についての理解を

深めるとともに，支援における知識と実践方法を学ぶための研修会を開催 

ペアレントメンター養成研修 

【再掲】 

発達障がい＊の子どもの保護者が，同じ経験をした先輩として，別の保護者

の相談にのり，前向きな子育てのための心理的援助を行う役割を担うペア

レントメンターを養成するための研修会を開催 

  

                                                  
＊ 難病：P.236 参照 
＊ ピアスタッフ：P.236 参照 
＊ 自閉症スペクトラム：P.234 参照 
＊ 発達障がい：P.236 参照 
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施策１-１４ 「親なき後」の支援 

施策 1－14 「親なき後＊」の支援 
 

○障がいのある人の生活を支えている要素として，様々な障がい福祉サービスとともに，

家族の存在は大変大きな部分を占めています。障がいのある人や家族が抱えている大き

な不安の一つに，「親なき後の生活の不安」がありますが，障がいのある人も，その家

族も安心して生活していくためには，早期から，親や家族が障がいのある人の介護など

ができなくなった場合どのように支援を継続していくかという後見的支援策とあわせ

て，障がいのある人自身が将来自立して生活できる環境を整備することが重要です。 

○そのため，「親なき後」の支援については，早期からの取組みも含め，施策の再構築な

ど，財源の確保も見据えながら，各施策の効果的な実施と連携を推進し，基本理念に掲

げる「障がいのある人が必要な支援を受けながら，自らの能力を最大限発揮し，地域や

家庭でいきいきと生活することのできるまちづくり」の実現に向けて取り組みます。 

○障害者手帳の取得の有無に関わらず，障がい者もしくは障がいが疑われる人で，必要な

社会資源＊に結びついておらず社会から孤立していたり，サービスの適切な利用がされ

ておらず，本人が抱えている課題の解決につながっていない人に対する支援を検討しま

す。（再掲：施策 1-1） 

○障がいのある人とその家族が安心して生活できるよう福祉サービスを継続して実施す

るとともに，短期入所など重度障がい者に対する支援や相談支援などのさらなる充実に

努めます。（再掲：施策 1-2） 

○施設入所者や入院中の精神障がい者の地域移行を進めていくため，障がい者が在宅で生

活するために必要な支援などの充実を図ります。（再掲：施策 1-2） 

○障がい者が地域で安心して生活が継続できるよう，相談，体験の機会・場の確保，緊急

時の受け入れ・対応，地域の支援体制づくりなど，総合的な支援を検討します。（再掲：

施策 1-4） 

○「『親なき後の生活の安心』『障がいの重度化，高齢化への対応』のための施策を強化す

るには，財源確保の観点から，個人給付事業なども含め，再構築の必要がある」との意

見もあることから，障がい者や関係者の意見を伺いながら，福岡市重度心身障がい者福

祉手当など，そのあり方について検討を行います。（再掲：施策 1-6） 

○障がい者グループホームに関しては，開設時に必要な敷金や備品などの経費を補助する

とともに，市営住宅を計画的に活用するなど設置促進に努めます。また，グループホー

ムの報酬体系について，利用者への良好な処遇の確保や安定的運営に資するよう，他都

市と連携し，機会を捉えて国に要望していきます。（再掲：施策 1-7） 

○障がいのある人が社会の一員として尊重され，自らの考えに基づいた決定をし，その考

えを表明したり，行動したりするための支援のあり方を踏まえながら，成年後見制度＊

の利用促進に向けた検討や，相談窓口などの充実を図ります。（関連：施策 4-1）   

                                                  
＊ 親なき後：P.232 参照 
＊ 社会資源：P.234 参照 
＊ 成年後見制度：認知症等のために判断能力が不十分であると家庭裁判所が認めた場合に，成年後見人などが財

産管理等を行い，本人を保護・支援するもの 



－206－ 

配置転換などの人事

管理面についての配慮

（16.5%）

5位
障がい者雇用のきっかけ

づくり（トライアル雇用）

（16.8%）

仕事（作業）の内容の
簡略化などの配慮

（28.2%）

仕事（作業）上の援助や

本人・周囲への助言を

行う者による支援

（24.8%）

短時間勤務などの労働

（作業）時間の配慮

（48.5%）

通院時間の確保・服薬

管理など医療上の配慮

（31.9%）

3位
短時間勤務などの労働

（作業）時間の配慮

（26.3%）

短時間勤務などの労働

（作業）時間の配慮

（32.0%）

通院時間の確保・服薬

管理など医療上の配慮

（31.6%）

試しにいろいろな仕事（作

業）を体験してみること

（50.5%）

在宅勤務
（35.1%）

4位
通院時間の確保・服薬

管理など医療上の配慮

（23.9%）

工賃（収入）の増加
（28.5%）

在宅勤務
（28.2%）

調子の悪いときに
休みを取りやすくする

（49.8%）

短時間勤務などの労働

（作業）時間の配慮

（36.1%）

1位
調子の悪いときに

休みを取りやすくする
（30.6%）

仕事（作業）上の援助や

本人・周囲への助言を

行う者による支援

（41.1%）

調子の悪いときに
休みを取りやすくする

（60.8%）

発達障がいの特性を

踏まえた作業手順の

視覚化などの配慮

（71.2%）

調子の悪いときに
休みを取りやすくする

（54.4%）

2位
在宅勤務
（29.0%）

調子の悪いときに
休みを取りやすくする

（36.1%）

短時間勤務などの労働

（作業）時間の配慮

（44.1%）

仕事（作業）上の援助や

本人・周囲への助言を

行う者による支援

（68.6%）

身体障がい者
（N=849）

知的障がい者
（N=474）

精神障がい者（通院）
（N=1038）

発達障がい児・者
（N=309）

難病患者
（N=504）

【基本目標２】就労支援・社会参加支援の充実 

〈 現状と課題 〉 

○障がいのある人が，地域社会の一員として自立した生活をするために，就労

は大きな柱となりますが，とりわけ，対人関係に困難を抱えがちな発達障が

い＊のある人は，就職が難しい状況にあります。障がいの特性に応じた支援の

充実を図るとともに，乳幼児期から成人期までの一貫した支援が必要です。 

○また，地域行事への参加やスポーツを楽しむ機会など，障がいのある人の社会

参加の支援や，視覚障がい・聴覚障がいのある人へのコミュニケーション支援

の充実を図るとともに，誰もが安全で快適に暮らせるまちづくりの推進が求め

られています。 
 

（１）就労 

○民間就労支援事業所の増加に伴い，支援に対するノウハウが十分でない事業

所が存在しています。 

○福祉的就労＊については，商品力や販売力の向上が，工賃向上につながってい

ない状況があります。 

○就労支援として必要なこととして，知的障がい者，発達障がい児・者では，

「仕事(作業)上の援助や本人・周囲への助言を行う者による支援」を望む割

合が高く，発達障がい児・者では「発達障がいの特性を踏まえた作業手順の

視覚化などの配慮」が第１位となっています。 
 

【図表 89】就労支援として必要なこと（上位 5 位まで） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「平成 25 年度福岡市障がい児・者等実態調査」（福岡市） 

                                                  
＊ 発達障がい：P.236 参照 
＊ 福祉的就労：障がい者の自立更生の促進や，生きがいづくりのため，就労継続支援事業所等で働くこと 
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○身体・知的障がい児及び発達障がい＊児・者では，地域で生活するために必要

なこととして「仕事があること」と回答した人の割合が５割程度となってお

り，自宅や地域で生活するために，就労支援は必要な取組みとなっています。 
 

【図表 90-1】自宅や地域で生活するために必要なこと（身体・知的障がい児） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【図表 90-2】自宅や地域で生活するために必要なこと（発達障がい児・者） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「平成 25 年度福岡市障がい児・者等実態調査」（福岡市） 

                                                  
＊ 発達障がい：P.236 参照 
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（２）社会参加 

○公共交通機関助成については，制度の複雑性や，利便性の地域格差を考慮し

た仕組みとなっていない状況があります。 

○障害者差別解消法の趣旨に則り，各フレンドホームや障がい者スポーツセン

ターに限らず，あらゆる場所で障がい者の社会参加が進むような支援を行う

必要があります。 
 

（３）意思疎通 

○手話通訳者，要約筆記者などへのニーズに対する，支援の範囲や人材確保に

ついて検討が求められています。 

○手話通訳などの様々な情報にアクセスする支援の充実が求められています。 
 
 
 

〈 施策の方向性 〉 

○民間の就労支援事業者，就労支援センター，ハローワークなどと連携して，

障がいのある人の雇用に対する理解促進や，企業とのマッチング，一般就労

後の定着の促進などの支援を行います。 

○障がい者施設で作られる商品の製作販売や請負作業などの情報を広く紹介す

るとともに，官公庁や企業からの受注をコーディネートするなど，売上げの

向上，工賃の向上を図ります。 

○社会参加を支援するため，合理的配慮＊の観点に基づく，意思疎通支援施策の

充実を図ります。 

○障がいのある人のスポーツ・レクリエーション活動の振興を図るなど，引き

続き各種社会参加活動の促進を図ります。 

○施策の推進にあたっては，社会情勢やニーズの変化に合わせた施策への再構

築を図ります。 
 
  

                                                  
＊ 合理的配慮：障がいのある人が受ける日常生活や社会生活でのさまざまな制限の原因となる社会的障壁を取り

除くために，障がいのある人に対し，個別の状況に応じて行われる配慮 
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施策２-１ 就労支援 

施策 2－1 就労支援 
 

○就労支援センターを中心に，関係機関と連携しながら，就労移行支援事業所のスキ

ルアップや企業の開拓を進めます。 

○就職への困難度が高い，精神・発達障がい＊者への支援の充実を図るなど，社会情

勢や雇用情勢の変化に応じた柔軟な施策の実施を図ります。 

○障がいのある人を雇用する企業へのサポート体制を構築し，障がいのある人も企業

も安心して働くことのできる環境整備を実施します。 
 
【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

福岡市障がい者就労支援 

センター 

障がい者の就労促進のため，関係機関などのネットワークの中心となり

個々の障がい者に対する総合的支援を実施 

障がい者インターンシップ事業 市庁舎や区役所などを障がい者の職場実習の場として提供 

就労移行支援【再掲】 一般企業などへの就労を希望する人に対する訓練を実施 

就労継続支援Ａ型【再掲】 通所により，雇用契約に基づく就労の機会を提供 

就労継続支援Ｂ型【再掲】 通所により，就労の機会や生産活動の機会を提供 

特別支援学校卒業生の就労促進 生徒の自立と社会参加を進めるため，学校，企業関係者，行政，学識経験

者，保護者などで構成する「夢ふくおかネットワーク」において，関係団

体・機関などとの連携を図り，企業などへの就労を促進 

就職支度金 施設などにおける訓練を終了し，就職する障がい者に対し，就職に必要な

物品を購入した費用を支給 

精神障がい者社会適応訓練事業 職親（一般事業所）のもとで就労訓練を実施 

 
 
  

                                                  
＊ 発達障がい：P.236 参照 
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施策２-２ 福祉的就労の底上げ 

施策 2－2 福祉的就労＊の底上げ 
 

○障がい者施設商品の商品力・販売力強化，市民への情報発信を目的として，障がい

者施設商品の販売・ＰＲイベントなど，様々な取組みを行います。 

○ときめきウェブにおいて，障がい者施設商品の製作販売や請負作業などの諸活動を

広く紹介し，売上げの向上，工賃の向上を図ります。 

○障がい者施設商品のアンテナショップとして「ときめきショップ」を設置し，売上

げの向上を図ります。 

○ときめきグッズ受注・発注コーディネート事業において，障がい者施設商品の情報

を整理集約し，発注側（福岡市・企業など）に提供するとともに，コーディネート

することにより，受注・発注のミスマッチを解消し，障がい者施設商品の販売促進

を図ります。 
 
【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

ときめきプロジェクト 障がい者施設商品の商品力・販売力の強化や，魅力的な障がい者施設商品

や作品の紹介イベントなどを実施 

ときめきウェブ 障がい者施設商品の製作販売や請負作業などの諸活動を広く紹介するとき

めきウェブの運用管理，登録施設の追加などを実施 

ときめきショップ 常設店舗「ときめきショップ」を設置し，施設商品販売促進・情報提供を実施 

ときめきグッズ受注・発注 

コーディネート事業 

障がい者施設商品の情報を整理・集約して発注側（福岡市・企業など）に

提供するとともに，施設と企業などをつなぐコーディネートを実施 

 
 
 施策２-３ 交通支援 

施策 2－3 交通支援 
 

○地下鉄料金助成や福祉乗車券などについて，外出支援のあり方を検証し，わかりや

すく，使いやすい制度へ組み替えるなど，施策の再構築を図ります。 
 
【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

自動車改造費の助成 障がい者が，就労などに伴い，自らが使用する自動車を改造する際に要す

る経費を助成 

自動車運転免許取得の助成 自動車運転免許の取得に要する費用の一部を助成 

地下鉄料金助成【再掲】 重度障がい者などに対し，市営地下鉄の運賃を助成 

福祉乗車券交付【再掲】 70 歳以上の障がい者に対し，公共交通機関の運賃を助成 

福祉タクシー料金の助成 

【再掲】 

経済的支援が必要な重度心身障がい者がタクシーを利用する場合に料金の

一部を助成 

                                                  
＊ 福祉的就労：P.237 参照 
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事業名 事業概要 

移送サービス【再掲】 寝たきりのため一般の交通機関を利用することが困難な高齢者や障がい者

に，寝台タクシー料金の一部を助成 

 
 
 施策２-４ 意思疎通支援 

施策 2－4 意思疎通支援 
 

○日常のコミュニケーションに困難を抱えた障がいのある人や，言語である手話など

についての啓発を進め，市民の理解の促進に努めます。 

○合理的配慮＊の観点から手話通訳者・要約筆記者の派遣対象の拡大を図ります。 

○区役所の設置手話通訳者の確保に努めます。 

○重度障がい者に対する意思疎通支援のあり方については，国の動向も踏まえ，検討

します。 
 
【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

重度障がい者入院時コミュニ 

ケーション支援【再掲】 

入院中の意思疎通が困難な重度の障がい者に対し，医療従事者との意思疎

通を円滑化し，適切な治療が受けられるように支援を実施 

手話通訳者の養成・派遣 

【再掲】 

手話通訳者を養成し，聴覚障がい者が公的機関などに赴くときに円滑な意

思の疎通が困難な場合に派遣 

要約筆記者の養成・派遣 

【再掲】 

要約筆記者を養成し，聴覚障がい者が公的機関などに赴くときに円滑な意

思の疎通が困難な場合に派遣 

盲ろう者通訳・介助員の養成・派遣

【再掲】 

盲ろう者通訳・介助員を養成し，盲ろう者が公的機関などに赴くときなど

に移動及びコミュニケーション支援を行うために派遣 

ろうあ者相談員・手話通訳者の配置 

【再掲】 

各区福祉・介護保険課に，聴覚障がい者の各種相談に応じるろうあ者相談

員又は手話通訳者を配置 

点字図書給付事業 視覚障がい児・者に対し，点字本と墨字本（原本）の価格差を助成 

市政情報の点字化等 市政だよりなどで点字版や音声版などを作成 

 
 施策２-５ 障がい者に配慮したまちづくりの推進 

施策 2－5 障がい者に配慮したまちづくりの推進 
 

○障がいのある人もない人も，すべての人が安全かつ快適に社会参加していけるように，

「福岡市バリアフリー基本計画＊」に基づき，誰もが暮らしやすい環境整備を推進し

ます。 
 

 
関連する施策 

 
  

※バリアフリーについては，地域分野の施策 5-4（P.142）参照 

  

                                                  
＊ 合理的配慮：P.233 参照 
＊ 福岡市バリアフリー基本計画：P.237 参照 
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施策２-６ スポーツ・文化・レクリエーション・社会参加の推進 

施策 2－6 スポーツ・文化・レクリエーション・社会参加の推進 
 

○障がい種別や状況に応じた社会適応訓練の実施や相互理解を向上させる力を持つ文

化芸術の活用により，障がい者の社会参加を促進します。また，社会情勢やニーズ

の変化に対応しつつ，障がいのある人の健康の増進や社会参加の促進のために，引

き続きスポーツ・文化・レクリエーション活動の振興を図ります。 
 
 
【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

社会適応訓練 音声機能障がい者に対する発声訓練や，ストマ用具装着者に対するストマ

用具の使用法の指導や相談を実施 

障がい者社会参加推進センター 障がい者の結婚相談や生活訓練，出前講習を実施し，社会参加を促進 

在宅重度障がい者レクリエー 

ション 

外出の機会に恵まれない在宅の重度身体障がい者に野外活動訓練の場を提供 

在宅障がい児親子レクリエー 

ション 

外出の機会に恵まれない在宅の障がい児と保護者を対象に野外活動の機会

を提供 

福岡市立点字図書館 点字図書，録音図書，ＣＤ図書の郵送貸出などを実施 

市立障がい者フレンドホーム 文化教室（絵画・陶芸など），更生相談，会議室提供を実施 

福岡市市民福祉プラザ 

【再掲】 

市民の福祉への理解や福祉活動への参加を支援し，相互に助け合い，支え合う豊

かな福祉社会を実現することを目的として，市民福祉の総合センターを設置 

障がい者スポーツセンター 

（さん・さんプラザ） 

水泳・バスケットボール・卓球・トレーニングなどの機会の提供，障がい

者スポーツの指導，指導者派遣，相談対応及び情報提供 

福祉バス 

【再掲】 

老人クラブや心身障がい者，母子団体などを対象に，研修やレクリエーシ

ョンなどの活動参加を助成 

福岡市障がい者スポーツ大会 障がい者スポーツ大会の開催 

全国障害者スポーツ大会 全国障害者スポーツ大会への福岡市選手団の派遣を実施 

障がい者ボウリング大会 福岡都市圏障がい者ボウリング大会，全国障がい者ボウリング大会を実施 

エイブル・アート事業等 ＮＰＯと共働＊した障がい者による美術などの作品の制作展示など。障がい

者関連イベントへの後援 

 
  

                                                  
＊ 共働：P.232 参照 
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相談相手になる
（16.3%）

5位
相談相手になる

（12.6%）

世間話をして
一緒に過ごす

（17.2%）

相談相手になる
（14.5%）

地域の行事やイベントに

一緒に参加する

（15.6%）

世間話をして
一緒に過ごす

（21.0%）

世間話をして
一緒に過ごす

（18.5%）

4位
簡単な身の回りの

世話をする
（12.8%）

趣味やスポーツ活動を

一緒にする

（18.8%）

趣味やスポーツ活動を

一緒にする

（23.5%）

趣味やスポーツ活動を

一緒にする

（20.0%）

相談相手になる
（22.7%）

地域の行事や

イベントに

一緒に参加する

（17.5%）

3位
趣味やスポーツ活動を

一緒にする

（13.8%）

外出時に付き添う
（19.4%）

外出時に付き添う
（25.7%）

普段から定期的に
声かけなどをする
（見守る）（20.0%）

地域の行事や

イベントに

一緒に参加する

（27.2%）

普段から定期的に
声かけなどをする
（見守る）（22.8%）

2位
世間話をして
一緒に過ごす

（16.3%）

地域の行事やイベントに

一緒に参加する

（24.7%）

地域の行事やイベントに

一緒に参加する

（35.8%）

世間話をして
一緒に過ごす

（22.6%）

趣味やスポーツ活動を

一緒にする

（28.5%）

趣味やスポーツ活動を

一緒にする

（19.8%）

1位
普段から定期的に
声かけなどをする
（見守る）（23.5%）

普段から定期的に
声かけなどをする
（見守る）（29.1%）

普段から定期的に
声かけなどをする
（見守る）（48.6%）

相談相手になる
（26.5%）

普段から定期的に
声かけなどをする
（見守る）（36.2%）

難病患者
（N=504）

身体障がい者
（N=849）

知的障がい者
（N=474）

身体・知的障がい児
（N=455）

精神障がい者（通院）
（N=1038）

発達障がい児・者
（N=309）

【基本目標３】障がいに対する理解の促進 

〈 現状と課題 〉 

○障がいのある人もない人も，お互いの人格と個性を尊重し合う共生社会を実現

するためには，障がいへの理解は不可欠です。これまでも，「障がい者週間」

などを通じて，交流の機会を設けてきましたが，障がいへの理解はまだまだ不

十分です。 

○また，障がいのある人は，障がいの特性により，情報を得られる方法が限ら

れる場合があります。必要な情報を得る方法の選択肢を増やしたり，機会を

増やすことが求められています。 
 

（１）啓発・交流 

○障がい者週間では，当事者や支援者の団体が中心となって啓発を行っていま

すが，啓発活動への参加団体などが限られている状況があります。 

○地域から受けたい支援・交流の内容では，すべての障がいにおいて，地域か

ら受けたい支援として「普段から定期的に声かけなどをする（見守る）」を望

む回答が２割以上あります。 
 

【図表 91】地域から受けたい支援・交流の内容（上位 5位まで） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「平成 25 年度福岡市障がい児・者等実態調査」（福岡市） 
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難病患者
（N=504）

身体障がい者
（N=849）

知的障がい者
（N=474）

身体・知的障がい児
（N=455）

精神障がい者（通院）
（N=1038）

発達障がい児・者
（N=309）

市政だより
（67.1%）

2位
テレビ・ラジオ

（29.3%）

福祉事務所
（区役所の福祉・介護保険課）

（23.6%）

福祉事務所
（区役所の福祉・介護保険課）

（23.5%）

テレビ・ラジオ
（27.1%）

ゆうゆうセンター
（36.2%）

新聞
（29.4%）

1位
市政だより
（63.2%）

市政だより
（50.4%）

市政だより
（65.1%）

市政だより
（46.5%）

市政だより
（57.9%）

テレビ・ラジオ
（24.0%）

4位
福祉事務所

（区役所の福祉・介護保険課）

（21.1%）

施設
（19.0%）

ホームページ
（16.7%）

ホームページ
（16.5%）

新聞
（18.8%）

福祉事務所
（区役所の福祉・介護保険課）

（13.7%）

3位
新聞

（28.4%）
テレビ・ラジオ

（20.6%）

あいあいセンター

西部・東部療育センター

（22.6%）

新聞
（18.9%）

ホームページ
（23.3%）

ホームページ
（12.9%）

5位
民生委員・児童委員

（8.1%）
新聞

（16.9%）
新聞

（12.1%）
区役所（健康課など）

（14.0%）
テレビ・ラジオ

（18.4%）

（２）広報・情報提供 

○広報・情報提供については，すべての障がいにおいて，福岡市の福祉施策情

報については５割程度が「市政だより」を手掛かりとしていることから，引

き続き「市政だより」を活用するとともに，広報媒体の充実や，相談窓口に

おける的確な情報提供を図る必要があります。 
 

【図表 92】福岡市の福祉施策情報を知る手掛かりとなっているもの（上位 5 位まで） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「平成 25 年度福岡市障がい児・者等実態調査」（福岡市） 

 
 
 

〈 施策の方向性 〉 

○共生社会の実現に向けて，互いの多様なあり方を尊重し，障がいへの理解を

深め，偏見をなくしていく施策を推進します。 

○必要な情報が必要な人に届くよう，わかりやすい広報を行うとともに，点訳

化や音訳化など，障がいの特性に配慮した情報の提供や，情報利用のための

手段についての選択肢の拡大に努めます。 
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施策３-１ 啓発・交流の推進 

施策 3－1 啓発・交流の推進 
 

○障がいのある人もない人も，共に交流する機会を提供するなど，様々な場面で障が

いに関する市民の理解を促進するための取組みを進めます。特に，子どもの頃から，

体験学習や障がい当事者との交流を重ねることにより，障がいに関する理解や関心

を持てるような環境づくりを進めます。 

○障がい児や特別支援教育＊に対する認識や理解を促進し，地域において障がい児が

育まれるよう，特別支援学校の児童生徒と地域の小・中学校の児童生徒との交流活

動を推進するとともに，障がい児と同じ地域に住む子どもたちとの交流に取り組ん

でいる団体の活動を支援します。 
 
【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

障がい者週間 障がいについて市民の理解と認識を深めるため，「障がい者週間（12 月 3日

～9日）」を中心として各種広報啓発活動を実施 

世界自閉症啓発デー・発達障がい

啓発週間【再掲】 

市民の理解と認識を深めるため，「世界自閉症啓発デー（4 月 2 日）」「発達

障がい啓発週間（4月 2日～8日）」を中心として各種広報啓発活動を実施 

発達障がい者支援センター 

（ゆうゆうセンター）【再掲】 

発達障がい＊について，相談や普及啓発，研修などを実施 

障がい児地域交流支援事業， 

地域交流支援コーディネーター

派遣事業 

障がい児と地域の子どもたちとの交流を積極的に行う団体に対して，交流

事業への補助や障がい児への支援について助言するコーディネーターの派

遣を実施 

ふくせき制度 

（交流及び共同学習） 

特別支援学校に在籍する児童生徒と居住する地域とのつながりを深めるた

め，居住する地域の小・中学校に副次的に籍を置き，交流を実施 

精神保健家族講座 家族への障がいの理解，相互交流を促進 

精神保健福祉啓発交流事業 

「ﾊｰﾄﾒﾃﾞｨｱ」「ﾋﾟｱｻﾎﾟｰﾄ講座」 

アート展覧会，ミニコンサート，講演会，ピアカウンセリング，社会復帰

施設の物品販売などを実施 

精神保健福祉に関する市民講演会 ひきこもりや依存症，精神疾患全般に関する市民向け講演会を開催 

補助犬啓発事業 小中学校への出前授業や市民向け啓発イベントなど，補助犬に関する啓発

活動を実施 

ボランティアセンター ボランティア登録の受付，ボランティア（個人・団体）の支援，養成講座

などを実施 

福祉教育 障がいの理解促進のため出前講座などを実施 

ときめきプロジェクト 

【再掲】 

障がい者施設商品の商品力・販売力の強化や，魅力的な障がい者施設商品

や作品の紹介イベントなどを実施 

障がい者社会参加推進センター

【再掲】 

障がい者の結婚相談や生活訓練，出前講習を実施し，社会参加を促進 

 
  

                                                  
＊ 特別支援教育：P.236 参照 
＊ 発達障がい：P.236 参照 
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施策３-２ 広報・情報提供の充実 

施策 3－2 広報・情報提供の充実 
 

○ＩＣＴ＊（情報通信技術）の進展に対応しながら，わかりやすい広報を行うととも

に，点訳化や音訳化など，障がいの特性に配慮した情報手段の提供に努めます。ま

た，必要な情報が必要な人に届くよう，より効果的な情報提供の手法を検討します。 

○パソコン・スマートフォンなどが普及している状況から，ホームページを活用した

情報提供のさらなる充実を図ります。 
 
【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

障がい保健福祉施策に関する広報 計画の策定や福祉サービスの制度改正に関する内容などについて，冊子や

チラシ，福岡市ホームページ，市政だよりなどで周知 

障がい保健福祉施策に関する情

報提供 

毎年，福岡市障がい保健福祉施策に関する事業概要を紹介する冊子「福岡

市の障がい福祉」を作成 

発達障がい者支援センター 

（ゆうゆうセンター）【再掲】 

発達障がい＊について，相談や普及啓発，研修などを実施 

 
  

                                                  
＊ ICT：P.231 参照 
＊ 発達障がい：P.236 参照 
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難病患者
（N=89）

身体障がい者
（N=175）

知的障がい者
（N=267）

身体・知的障がい児
（N=280）

精神障がい者（通院）
（N=345）

発達障がい児・者
（N=197）

道路の段差や建物の
階段など外出先での不
便が多いこと（23.0%）

2位
人々の障がい者に対す
る理解を深める機会が
少ないこと（15.0%）

差別的な言動を受けるこ
と（29.3%）

人々の障がい者に対す
る理解を深める機会が
少ないこと（41.3%）

障がい者の意見や行動
が尊重されないこと
（28.0%）

差別的な言動を受ける
こと（32.7%）

人々の障がい者に対す
る理解を深める機会が
少ないこと（19.2%）

1位
道路の段差や建物の階
段など外出先での不便
が多いこと（25.3%）

人々の障がい者に対す
る理解を深める機会が少
ないこと（29.9%）

差別的な言動を受ける
こと（45.1%）

差別的な言動を受けるこ
と（31.4%）

発達障がいの特性から生

じる困難さに対し，配慮が

なされないこと（67.3%）

働ける場所や能力を発
揮する機会が少ないこ
と（16.7%）

4位
聴覚・視覚障がい者など

へ必要な情報を伝える配

慮が足らないこと（10.8%）

障がい者の意見や行動
が尊重されないこと
（14.8%）

学校の受け入れ体制
が不十分なこと
（21.8%）

働ける場所や能力を発
揮する機会が少ないこと
（22.4%）

学校における一人ひとり

の特性に応じた支援体制

が不十分なこと（29.4%）

差別的な言動を受ける
こと（15.3%）

3位
差別的な言動を受ける
こと（13.7%）

働ける場所や能力を発揮
する機会が少ないこと
（19.2%）

働ける場所や能力を発
揮する機会が少ないこ
と（30.8%）

人々の障がい者に対す
る理解を深める機会が少
ないこと（22.6%）

働ける場所や能力を発
揮する機会が少ないこ
と（29.8%）

障がい者の意見や行
動が尊重されないこと
（12.9%）

5位
障がい者の意見や行動
が尊重されないこと
（10.6%）

道路の段差や建物の階
段など外出先での不便
が多いこと（12.3%）

病院や福祉施設におい
て不当な扱いや虐待を
受けること（16.7%）

就職・職場で不利な扱い
を受けること（16.2%）

人々の障がい者に対す
る理解を深める機会が
少ないこと（28.5%）

【基本目標４】権利擁護＊の推進 

〈 現状と課題 〉 

○障がいのある人は，家庭内，学校，職場など，日常生活の様々な場面で権利

を損なわれやすい状況にあります。特に，知的障がい，精神障がいなどは，

その障がいの特性から，意思表示能力が十分ではありません。誤解や偏見も

生じやすいため，本人の意図しない状況になってしまったり，被害に遭って

もその状況を周囲に伝えられないこともあります。自分で問題を解決するこ

とが困難な人に対する支援体制の整備が求められています。 

○障がい者の人権に関して問題があると思うこととして，すべての障がいに共

通して「人々の障がい者に対する理解を深める機会が少ないこと」や「差別

的な言動を受けること」などが上位５位以内に挙がっているほか，発達障が

い＊者では「発達障がいの特性から生じる困難さに対し，配慮がなされないこ

と」の割合が７割弱と高く，１位となっています。 

○親なき後＊の生活を見据えた後見的支援策として，「親なき後」のみならず，

早期から将来を見据えた制度の周知や利用の促進を図っていく必要がありま

す。 
 

【図表 93】障がい者の人権に関して問題があると思うこと（上位 5位まで） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「平成 25 年度福岡市障がい児・者等実態調査」（福岡市） 

 
  

                                                  
＊ 権利擁護：P.233 参照 
＊ 発達障がい：P.236 参照 
＊ 親なき後：P.232 参照 
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〈 施策の方向性 〉 

○社会的に弱い立場になりがちな障がいのある人も，個人としての尊厳を保ち

ながら，その人らしい生活ができるよう，自らが選択・決定するための支援

体制の整備に努めます。 

○虐待によって障がいのある人の権利や尊厳がおびやかされることを防ぎ，安

定した生活や社会参加を支えるため，障がい者虐待の防止，養護者に対する

支援などに関する施策を推進します。 
 
 
 施策４-１ 権利擁護・虐待防止 

施策 4－1 権利擁護＊・虐待防止 
 

○障がいのある人が社会の一員として尊重され，自らの考えに基づいた決定をし，そ

の考えを表明したり，行動したりするための支援のあり方を踏まえながら，相談窓

口などの充実を図ります。 

○成年後見制度＊については，国において見直しが進められており，その動向もみな

がら，利用促進に向けた検討を行います。 

○障がい者虐待の防止及び早期発見のための啓発活動に取り組むとともに，虐待の通

報・届出受理後は虐待再発防止のために養護者及び被虐待者に対し支援を行います。 
 
【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

成年後見制度利用支援事業 

【再掲】 

判断能力が不十分で成年後見の申立てを行う親族がいない高齢者などにつ

いて，市長による成年後見制度利用のための申立てを行い，後見人などに

よる支援を確保。市長申立てに必要となる費用負担が困難な場合の申立費

用や後見人報酬を助成 

日常生活自立支援事業 

＜社協＞【再掲】 

高齢による認知症や精神・知的障がいにより，日常生活上の判断に不安を

感じている方の日常金銭管理，福祉サービス利用援助，日常生活支援など

を実施 

福岡市障がい者 110 番 常設相談窓口を設置し，内容に応じて専門相談を行うほか，必要に応じて

専門機関への依頼などを実施 

精神科入院患者の人権確保等 病院実地指導，現地診察などにより病院の適正な管理運営と入院患者の人

権確保を図るほか，精神医療審査会において，入院患者などからの退院請

求や処遇改善請求の審査を実施 

基幹相談支援センター 

（虐待防止センター）【再掲】 

障がい者虐待の防止，養護者に対する支援などを促進 

 
 

関連する施策 
 

  

※権利擁護への取組みについては，地域分野の施策5-2（P.140）と関連あり 

  

                                                  
＊ 権利擁護：P.233 参照 
＊ 成年後見制度：P.234 参照 
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【基本目標５】差別解消のための施策の推進 

〈 現状と課題 〉 

○国連の「障害者権利条約」の批准に向けた国内法制度の整備の一環として，

障害者差別解消法が公布され，平成 28 年（2016 年）４月に施行されまし

た。この法律では，障がいを理由とした不当な差別的取り扱いはもちろん，

社会的障壁＊を除くための合理的配慮＊を提供しないということについても，

差別に当たるとされています。また，差別を解消するための支援措置として，

相談体制の整備，啓発活動，関係者によるネットワークの構築などについて

定めています。 

○福岡市では，法施行に合わせ，障がいを理由とする差別の禁止に関して職員

が適切に対応するため，合理的配慮＊の提供の具体例などを示す職員対応要領

を作成しました。 

○また，差別に関する紛争の防止などに向け，関係者からの相談等に的確に応

じるため，障がい者差別に関する相談窓口を設置するとともに，関係機関と

の連携を図るため，「福岡市障がい者差別解消支援地域協議会」を組織しまし

た。 

○この法律に関連し，福岡市のほぼすべての障がい者団体で構成される「福岡

市に障がい者差別禁止条例をつくる会」から，「障がいを理由とする差別の禁

止を目的とする条例」の制定を求める要望が出されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
＊ 社会的障壁：P.234 参照 
＊ 合理的配慮：P.233 参照 
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○平成 25 年度（2013 年度）に実施した「福岡市障がい児・者等実態調査」

において，「差別を受けたり，嫌な思いをした経験がある」と回答した人は，

身体障がい者では約２割ですが，知的障がい者や，身体・知的障がい児，発

達障がい＊児・者では６割前後にまで上ります。特に，障がいを理由とした差

別は，障がいのある人の自立や社会参加に深刻な悪影響を与えるため，解消

するための施策を推進する必要があります。 

 

【図表 94】差別を受けたり嫌な思いをした経験 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「平成 25 年度福岡市障がい児・者等実態調査」（福岡市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
＊ 発達障がい：P.236 参照 
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難病患者
（N=89）

身体障がい者
（N=175）

知的障がい者
（N=267）

身体・知的障がい児
（N=280）

精神障がい者（通院）
（N=345）

発達障がい児・者
（N=197）

学校，職場，施設など
で不当な扱いを受けた
（31.5%）

2位
近所の人たちの対応で
不愉快な思いをした
（22.9%）

近所の人たちの対応で
不愉快な思いをした
（31.4%）

近所の人たちの対応で
不愉快な思いをした
（38.2%）

学校，職場，施設などで
不当な扱いを受けた
（29.3%）

近所の人たちの対応で
不愉快な思いをした
（31.0%）

疾患を理由とした不採
用や解雇（30.3%）

1位
バス，電車，タクシーの
乗員の対応で不愉快な
思いをした（29.9%）

学校，職場，施設などで
不当な扱いを受けた
（33.5%）

施設や園，学校の職員
及び他児童生徒の対
応で不愉快な思いをし
た（44.6%）

病気を理由とした不採用
や解雇（32.2%）

学校，職場，施設など
で不当な扱いを受けた
（57.4%）

相談機関・相談窓口に
行った時，職員の対応
で不愉快な思いをした
（18.0%）

4位

相談機関・相談窓口に
行った時，職員の対応
で不愉快な思いをした
（17.9%）

相談機関・相談窓口に
行った時，職員の対応で
不愉快な思いをした
（17.5%）

バス，電車，タクシーの
乗員の対応で不愉快な
思いをした（12.9%）

相談機関・相談窓口に
行った時，職員の対応で
不愉快な思いをした
（18.6%）

病院等で診察を断られ
た（16.8%）

近所の人たちの対応で
不愉快な思いをした
（15.7%）

3位
障がいを理由とした不
採用や解雇（22.5%）

バス，電車，タクシーの
乗員の対応で不愉快な
思いをした（20.7%）

相談機関・相談窓口に
行った時，職員の対応
で不愉快な思いをした
（21.1%）

近所の人たちの対応で
不愉快な思いをした
（23.5%）

相談機関・相談窓口に
行った時，職員の対応
で不愉快な思いをした
（19.3%）

バス，電車，タクシーの
乗員の対応で不愉快な
思いをした（14.6%）

5位
学校，職場，施設など
で不当な扱いを受けた
（16.3%）

施設職員及び他の利用
者の対応で不愉快な思
いをした（13.9%）

病院等で診察を断られ
た（7.9%）

病院等で診察を断られた
（9.6%）

バス，電車，タクシーの
乗員の対応で不愉快な
思いをした（13.2%）

○差別を受けた内容では，すべての障がいに共通して「近所の人たちの対応で

不愉快な思いをした」や「相談機関・相談窓口に行ったとき，職員の対応で

不愉快な思いをした」が上位５位以内に挙がっています。 

○また，身体・知的障がい児では「施設や園，学校の職員及び児童生徒の対応

で不愉快な思いをした」が第１位となっています。 
 

【図表 95】差別を受けた内容（上位 5位まで） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「平成 25 年度福岡市障がい児・者等実態調査」（福岡市） 
 
 
 
 
 
 
 
 

〈 施策の方向性 〉 

○障がいの有無によって，分け隔てられることなく，相互に人格と個性を尊重し

合いながら共生する社会の実現に向け，平成 25 年（2013 年）に制定された

障害者差別解消法などに基づき，障がいを理由とする差別の解消の推進に取り

組みます。 
 
 
 施策５-１ 障害者差別解消法施行に伴う対応 

施策 5－1 障害者差別解消法施行に伴う対応 
 

○障害者差別解消法の周知・啓発を進めるためのフォーラムの開催など，法の円滑な

施行に向けて取組みます。 

○また，福岡市の実情を踏まえ，障がいを理由とする差別の解消に向けて，障がいの

ある方をはじめ関係者の意見を聞きながら，差別の解消を目的とする条例の制定に

取組みます。 
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【基本目標６】障がいのある子どもへの支援の充実 

〈 現状と課題 〉 

○障がいのある子どもへの支援については，東部療育センターの開所（平成２

３年〔2011 年〕４月）や特別支援学校放課後等支援事業の実施校の全校拡

大など，取組を進めてきました。 

○一方で，「心身障がい福祉センター」などを新規に受診する障がい児が増加し

ており，特に発達障がい＊に関する相談は１０年前の３倍に上っており，さら

なる療育体制の整備が急務になっています。 
 

（１）早期発見・早期支援 

○心身障がい福祉センターなどを新規に受診する障がい児や保護者などからの

相談が増加しており，相談体制の充実が求められています。 

○障がいの診断・判定を受けた頃の苦労，悩み，不安としては，「障がいのこと

や福祉の制度についての情報が少なかった」が５割を超えて最も多く，次い

で「身近に相談できる相手がいなかった」，「保健所や福祉事務所，専門機関

でもっと指導してほしかった」などとなっています。 
 

【図表 96】障がいの診断・判定を受けた頃の苦労，悩み，不安（身体・知的障がい児） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「平成 25 年度福岡市障がい児・者等実態調査」（福岡市） 

  

                                                  
＊ 発達障がい：P.236 参照 
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（２）療育・支援 

○児童発達支援センターへの通園希望者や幼稚園・保育園に在籍する障がい児

が増加しており，療育・支援体制の充実が求められています。 

○通園・通学先に望むこととしては，「能力や障がいの状況にあった支援をして

ほしい」が最も多く，「就学相談や進路相談などの相談体制を充実してほしい」

や「個別的な支援を充実してほしい」が続き，次いで「関係機関などと連携

を密にしてほしい」となっています。 
 

【図表 97】通園・通学先に望むこと（身体・知的障がい児） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「平成 25 年度福岡市障がい児・者等実態調査」（福岡市） 

 

（３）発達障がい＊ 

○幼児期に発達障がいと診断される児童や発達障がい者支援センターへの相談

者が増加しており，相談・支援体制の充実が求められています。 
 
 
  

                                                  
＊ 発達障がい：P.236 参照 
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〈 施策の方向性 〉 

○障がいのある子どもについては，「発達が気になる」など，障がいの疑いが生

じた段階から，早期の対応，支援を行っていくことが重要です。障がいの早

期発見と早期支援，そしてノーマライゼーション＊の理念の基に，一人ひとり

の自立をめざした支援・療育体制の充実を図ります。 

○また，近年，特に発達障がい児の新規受診や相談が著しく増加していること

から，発達障がい児とその家族への支援の充実に努めます。 
 
 
 施策６-１ 早期発見・早期支援 

施策 6－1 早期発見・早期支援 
 

〇医療機関や乳幼児健康診査などの受診時に，「障がいの疑いがある」とされた場合

に，専門機関である心身障がい福祉センターや療育センターにおいて医学的診断な

どを行い，障がいの早期発見に努めます。 

〇区役所（保健福祉センター）や心身障がい福祉センター，療育センター，こども総

合相談センターが連携しながら，“発達が気になった”段階から，家族も含めた支

援に取り組みます。 
 
 
【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

障がいの早期発見 乳幼児健康診査（P.78 参照）などを通じ，障がいの疑いがあると判断され

た場合は，専門機関の受診につなぎ，障がいの早期発見に努めるもの 

こども総合相談センター【再掲】 子どもに関する様々な問題に対して，保健・福祉・教育分野から総合的・

専門的な相談・支援を実施 

発達教育センター【再掲】 障がいのある子どもたちの就学相談や教育相談，自立活動などを実施 

心身障がい福祉センター， 

東部・西部療育センター【再掲】 

障がい児（未就学児）の相談・診断・療育支援などを実施 

 
 
  

                                                  
＊ ノーマライゼーション：障がいのある人もない人も，互いに支え合い，地域で生き生きと明るく豊かに暮らし

ていける社会をめざす理念 
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施策６-２ 療育・支援体制の充実強化 

施策 6－2 療育・支援体制の充実強化 
 

〇障がい児の重度・重複化や発達障がい＊の増加に対応するため，障がいのある子ど

もが，知的障がい・肢体不自由などの障がいの種別に関わらず，身近な地域で相談

や訓練を受けることができるよう，障がい児の通園施設や放課後等デイサービスな

どの療育体制や支援体制の充実強化に努めます。 

〇通園が困難な重症心身障がい児などに対する訪問療育を行うとともに，障がい児が

通う保育所，幼稚園，認定こども園などへの支援や，障がい児施設などでの日帰り

の一時支援や預かり時間の延長などにより，障がい児とその家族を地域で育む環境

づくりを進めます。 

○慢性疾患等長期療養児などを持つ親に対し，医療費の助成とあわせて，適切な情報

提供を行います。また，身近な地域において，慢性疾患を抱える子どもとその家族

への支援の充実を進めます。（再掲） 

〇学校と行政，事業所などが連携し，就労に向けた取組みを推進します。 
 
【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

児童発達支援センター 就学前の知的障がい児・肢体不自由児などを対象に，通園による訓練・保

育などの療育を実施 

放課後等デイサービス 学校通学中の障がい児に対して，放課後や長期休暇において，生活能力向

上のための訓練などを継続的に提供することにより，学校教育と相まって

障がい児の自立を促進するとともに，放課後などの居場所づくりを推進 

特別支援学校放課後等支援事業 特別支援学校内にて，放課後などの児童・生徒の活動の場の提供と，保護

者の就労及びレスパイト支援を実施 

障がい児入所施設 障がい児を家庭で養育できないとき，入所させて保護し，必要な支援を実施 

障がい児等療育支援事業 外来療育，訪問療育，保育所・幼稚園などへの支援を実施 

障がい児保育 発達に遅れがある，又は心身に障がいを有する子どもを保育所などに受け

入れ，健常児とともに統合保育を実施し，健全な成長発達を促進するなど，

障がい児の福祉の増進を図るため，巡回訪問指導，研修，保育士雇用費の

助成などを実施 

障がい児保育訪問支援事業 障がい児が入所している保育所などに対して，専門機関による訪問，助言

などを実施 

私立幼稚園障がい児支援事業 障がい児が通園する幼稚園に対して，専門機関による訪問，助言などを実施 

保育所等訪問支援事業 保育所などの安定した利用を促進するため，保育所などを利用中の障がい児や今

後利用する予定の障がい児に対して，障がい児支援の経験を有する職員が訪問

し，保育所などにおける集団生活適応のための専門的な支援を提供 

療育訓練 在宅の脳性マヒなどの心身障がい児への宿泊型のリハビリ訓練を実施 

特別児童扶養手当【再掲】 障がい児を養育する父母などに手当を支給 

障がい児福祉手当 【再掲】 重度障がい児に手当を支給 

  

                                                  
＊ 発達障がい：P.236 参照 
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施策６-３ 発達障がい児の支援 

施策 6－3 発達障がい＊児の支援 
 

〇発達障がい者支援センターを中心に，自閉症などの発達障がいのある子どもとその

家族に対し，乳幼児期から成人期までのライフステージに応じ，障がいの特性を踏

まえた相談や一貫した支援を行います。 

〇専門家や団体，事業者，保健・教育・福祉関係者などで構成する「発達障がい者支

援協議会」などを通じて，関係機関・団体の連携を強化し，支援体制の充実を図り

ます。 

〇発達障がいへの理解を促進するため，啓発活動に取り組みます。（再掲） 

○発達障がい者への支援については，障がいへの理解が進んでいないことや，一人ひ

とりの障がい特性に応じた支援が十分ではないことなどにより，精神障がいなどの

二次障がいの発生が指摘されており，幼児期から学齢期，成人期までの一貫した支

援を進めるため，既存の社会資源＊の集約再編や，機能強化，利便性向上を図るこ

となどを検討します。（再掲） 
 
【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

発達障がい者支援センター 

（ゆうゆうセンター） 【再掲】 

発達障がいについて，相談や普及啓発，研修などを実施 

世界自閉症啓発デー・発達障がい

啓発週間 【再掲】 

市民の理解と認識を深めるため，「世界自閉症啓発デー（4 月 2 日）」「発達

障がい啓発週間（4月 2日～8日）」を中心として各種広報啓発活動を実施 

発達障がい児日中一時支援 

（就学前児童）【再掲】 

介護者の疾病などにより一時的に介護ができない場合に，施設などで日帰

りの預かりを実施 

発達障がい児放課後等支援事業

【再掲】 

通常学級及び特別支援学級に通学する発達障がい児に，放課後などの活動

の場を提供するとともに，保護者の就労とレスパイトの時間の確保を支援 

自閉症スペクトラム支援者養成

研修 【再掲】 

自閉症スペクトラム＊の方の支援者を対象に，障がいの特性についての理解を

深めるとともに，支援における知識と実践方法を学ぶための研修会を開催 

ペアレントメンター養成研修 

【再掲】 

発達障がいの子どもの保護者が，同じ経験をした先輩として，別の保護者

の相談にのり，前向きな子育てのための心理的援助を行う役割を担うペア

レントメンターを養成するための研修会を開催 

 
  

                                                  
＊ 発達障がい：P.236 参照 
＊ 社会資源：P.234 参照 
＊ 自閉症スペクトラム：P.234 参照 
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第３章 成果指標 

本計画に定める「基本目標」に基づいた取組みを進めるために，次の項目を成果

指標とします。 
 

〈 成果指標 〉 

指標項目 現状値 目標値 
備考 

（対応する目標，出典） 

まちの暮らしやすさ（暮らしやすいまち

だと感じている人の割合） 
※2 

35.0％ 

（平成 31 年度） 

【基本目標１】 

福岡市障がい児・者

等実態調査 ※4 

相談窓口の認知度（困ったときに相談で

きる窓口を知っている人の割合） 

35.9％ ※3 

（平成 25 年度） 

45.0％ 

（平成 31 年度） 

災害時の孤立度（「頼る人がいない」と回

答した人の割合） 

8.1％ 

（平成 25 年度） 

5.0％ 

（平成 31 年度） 

安全・安心のための社会環境整備ができ

ていると感じている人の割合 
※2 ※2 

将来の暮らし方（将来，家族と同居でき

ない場合に，希望する暮らし方として「一

人暮らし」「共同生活できるところ」と回

答した人の割合）※1 

51.9％ 

（平成 25 年度） 

60.0％ 

（平成 31 年度） 

障がいのある人の就労に対する社会の理

解度（理解があると感じている人の割合） 

28.7％ 

（平成 25 年度） 

40.0％ 

（平成 31 年度） 

【基本目標２】 

福岡市障がい児・者

等実態調査 ※4 

外出の頻度（週に３回以上外出している

人の割合） 

64.6％ 

（平成 25 年度） 

75.0％ 

（平成 31 年度） 

コミュニケーションで困っていることの

有無（困っている人の割合） 

18.0％ 

（平成 25 年度） 

10.0％ 

（平成 31 年度） 

啓発・交流の頻度（「障がい者に対する理

解を深める機会が少ない」と回答した人

の割合） 

19.7％ 

（平成 25 年度） 

10.0％ 

（平成 31 年度） 

【基本目標３】 

福岡市障がい児・者

等実態調査 ※4 

障がい者の人権に関する問題点（「障がい

者の意見や行動が尊重されないこと」と

回答した人の割合） 

17.1％ 

（平成 25 年度） 

8.0％ 

（平成 31 年度） 

【基本目標４】 

福岡市障がい児・者

等実態調査 ※4 

差別を受けた経験（差別を受けたりいや

な思いをした経験の割合） 

29.2％ 

（平成 25 年度） 

20.0％ 

（平成 31 年度） 

【基本目標５】 

福岡市障がい児・者

等実態調査 ※4 

療育や訓練を受けた経験（「受けた」又は

「受けている」人の割合）※1 

82.6％ 

（平成 25 年度） 

85.0％ 

（平成 31 年度） 

【基本目標６】 

福岡市障がい児・者

等実態調査 ※4 

※1 「将来の暮らし方」「療育や訓練を受けた経験」は，障がい児についての数値。 
※2 平成 28 年度に実施する障がい児・者等実態調査に基づき設定する。 
※3 平成 25 年度の数値は，主要な各相談窓口（福祉事務所・保健所，あいあいセンター，障がい者
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110 番，民生委員・児童委員，就労支援センター，社会福祉協議会）を知っていると回答した人
の平均値を参考値として記載。 

※4  実態調査は，3 年ごとの実施であり，直近は平成 25 年度実施。本計画期間中の実施は，28 年度
と 31 年度に予定されているため，目標値は，平成 31 年度調査時の数値とする。 

 
 
 


